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On the next revision of design code for highway bridges, introduction of the partial factor 
design format as the international reliability-based design is being investigated. This paper 
aims to clarify reliability level of steel I-girder highway bridges designed by the current 
Japanese design code, and to calculate resistance factors. This paper involves selection of 
statistical parameters of live/dead load and resistance model, reliability analysis method, and 
calculation of the reliability indices. Focusing on flexural/shear capacity of steel I-girders, the 
reliability analysis is conducted for selected typical I-girders using statistical parameters based 
on the available literature. 
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1．まえがき 

 
  土木・建築分野の各種構造物の設計に係わる技術標準

については，「土木・建築にかかる設計の基本」（国土交

通省, 2002年）1)の考え方に沿って，検討・改訂を進めて

いくこととされており，この中で要求性能を満たすこと

の検証方法として信頼性設計の考え方を基礎とする限

界状態設計法の導入が求められている．現在，道路橋に

関する技術基準である道路橋示方書 2)（以下，道示）に

ついては，技術基準の国際的整合への対応を図るととも

に，品質を確保しつつより合理的かつ効率的な道路橋整

備を可能とするため，要求性能の明確化，充実化及びみ

なし仕様の充実化に向けた次期改訂のための調査検討

が行われており，要求性能の検証方法として部分係数設

計法の導入検討が進められている． 
 国際規格 ISO2394（構造物の信頼性に関する一般原則 
）3)では，構造設計にあたって構造物及び構造要素に要

求される性能を適切な程度の信頼性を有しながら検証

することとしている．同規格の例示によれば，設計供用

期間をクラス 1～4 に分類し，重要な構造物，大規模橋

梁に対して 100 年，それら以外の構造物については 50
年を与えている．また，目標とする信頼性指標βT の例

示として，終局限界状態では安全性クラスに応じてそれ

ぞれ3.1, 3.8, 4.3，疲労限界状態では点検の可能性に応じ

て2.3～3.1を与えている．諸外国の道路橋の基準に関し

ては，米国AASHTO LRFD コードでは，設計供用期間

75年で終局限界状態に対して，目標とする信頼性指標 
βTを3.5として，主要な照査項目に対する荷重・抵抗係

数を設定している 4)～6)．一方，国内では，現行基準で設

計された鋼道路橋の信頼性レベルや鋼部材の抵抗側部

分係数に関して，過去には文献7)～9)等，最近では文献

10)等多くの調査研究が行われてきている．しかしながら，

これらの信頼性を考慮した設計法の実務への適用に関

しては，照査書式や部分係数の設定方法等検討すべき課

題も多く，これまで必ずしも十分議論されているわけで

はない． 
 本文では，鋼道路橋上部構造を対象として，道示Ⅱ鋼

橋編に従って設計された鋼 I 桁橋に対して，信頼性設計

法における信頼性指標βを試算し，その傾向を把握する

とともに，目標とする信頼性指標を与えた場合の部分係

数（抵抗側の部分係数）の傾向について分析を行った．

なお，信頼性指標βおよび部分係数の試算に当たっては，

解析方法の違いによる結果の差についても検討した． 
 
2．検討内容・検討条件 
 
2.1  検討内容 
 図－１に検討フローを示すが，本論文では部分係数の 
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図－１ 検討フロー 
検討まで行っている．検討の詳細は各章で述べるが，以

下に信頼性指標β及び部分係数（抵抗側の部分係数）の

検討の概要を示す． 
(1)  信頼性指標βの検討 

現行の道示に従って設計された鋼 I 桁橋（図－２を参

照）の主桁を対象として，橋梁形式（合成・非合成，連

続・単純の別），支間長をパラメータとして各照査項目・

部位に対する信頼性指標βの試算を行った．照査項目は，

曲げに対するフランジの降伏・座屈，桁の横倒れ座屈，

ウェブのせん断に対する降伏とし，照査部位は，断面設

計でクリティカルとなる部位（支間中央部，断面変化部

及び支点の各断面）とした．荷重・抵抗側の各種パラメ

ータの統計データについては，既存文献より収集し，そ

れに基づき設定することとした．信頼性指標βの解析手

法については，レベル 2 の信頼性設計法を対象として，

AFOSM 法とモンテカルロシミュレーションによること

とし，信頼性指標βに与える解析法の違いの影響及び各

種パラメータの影響（感度）を把握した． 
なお，鋼Ⅰ桁の照査項目としては，上記の他，ボルト

継手部のすべり耐力，溶接継手部の疲労強度，支点上補

剛材の圧縮強度，活荷重たわみ等があるが，紙面の都合

上ここでは代表的な項目を取り上げることとした． 
(2)  目標信頼性指標βTに対する部分係数の検討 

 上記(1)の検討結果を基に，鋼Ⅰ桁の支間中央部・中間

支点部の断面を対象に，曲げモーメントによるフランジ

の降伏・座屈に対する目標信頼性指標βTを仮に設定し，

部分係数の試算を行った．ここでは，抵抗側の部分係数

に着目するため，荷重側の部分係数をパラメータとして，

抵抗側の部分係数を算出し，抵抗側部分係数の傾向を把 

 

図－２ 対象橋梁断面図 
表－１ 検討ケース（検討対象橋梁の支間長，橋梁形式） 

連続桁注2)

主桁断面
決定の考え方

合成 非合成

非合成 合成注1) 合成 非合成

30m S-NN-30

40m S-NN-40 S-NC-40 S-CC-40 C-NN-40

50m S-NN-50

支間長

単純桁

非合成

構造諸元

床版と
主桁の

合成作用の
取扱い

主桁応力度
算定の考え方

 
注1）非合成桁として設計するが，β算出時には合成桁として断面照

査を行う． 
注2）3径間連続等径間割としている． 

握した． 
2.2  検討条件 
(1)  検討対象橋梁 
 図－２に検討対象橋梁断面図，表－１に検討対象とし

たケースを示す．単純非合成桁の支間長 40m のケース

(S-NN-40)を基本に，死活荷重比率の影響を把握するため

に支間長を 30,50ｍと変えたケース，連続非合成桁，単

純合成桁としたケースを行うこととした．また，非合成

桁においても，実際には供用後に合成桁として挙動する

場合も見られることから，その影響を把握するため，参

考までに合成挙動を想定したケースも追加した．線形条

件は直橋（斜角90度）とした． 
幅員構成及び桁配置については全検討ケースで同一

とし，｢道路の標準幅員に関する基準（案）11)｣による橋

梁部における幅員構成と標準的桁配置を参考に設定し

た． 
 (2)  照査部位と照査項目 
 照査対象部位及び照査項目を，単純桁について図－３，

表－２に，連続桁について図－４，表－３にそれぞれ示

す． 

 

内面外面

端支点部
断面変化部

中間支点部
断面変化部 断面変化部

中間支点部側径間中央部
（継手部） （継手部） （継手部）

 
図－４ 連続桁における照査対象部位 

図－３ 単純桁における照査対象部位

外面 内面

支点部
断面変化部

支間中央部
断面変化部

支点部（継手部） （継手部）
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表－４ 試設計における外桁の断面計算結果（非合成として応力算定）

M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN] M[kN･m] S[kN]

鋼桁 0 110 847 3 0 182 1875 6 0 290 3746 8 0 117 960 1 -1163 175
床版・地覆 0 333 2386 3 0 447 4528 5 0 561 7120 10 0 350 2776 0 -3420 522
舗装 0 64 587 14 0 88 1086 20 0 116 1635 11 0 66 635 3 -703 101
防護柵 0 6 31 1 0 8 49 0 0 10 91 1 0 8 39 -1 -61 11
活荷重 0 343 3118 172 0 395 4803 214 0 474 6561 211 0 361 3699 232 -2755 435
衝撃 0 86 780 43 0 88 1066 48 0 95 1312 42 0 80 821 51 -612 97

0 942 7749 236 0 1208 13407 293 0 1546 20465 283 0 982 8930 286 -8714 1341

C-NN-40試算ケース S-NN-30 S-NN-40 S-NN-50

横倒れ座屈強度

205.1<210 -187.5<-188.4

40.6<120 11.8<120 55.4<120

610×26 610×29

0.0<-145.0 -207.0<-210 208.8<210

610×19

0.0<210

540×29 540×27

2200×11 2200×11 2200×11

540×21

側径間中央 中間支点

5000 5000 5000

端支点上

自由突出板の
座屈強度

自由突出板の座
屈強度

209.3<210 0.0<210 209.5<210

12.1<120 39.4<120 7.2<120

700×36 790×25 790×36

-209.6<-210 0.0<-92.3 -208.0<-210

680×37 740×23 740×39

2200×11 2800×14 2800×14

支間中央 支点上 支間中央

5000 5000 5000

圧縮フランジの許容
値低減要因

自由突出板の座
屈強度

　　　　τ 61.6<120 15.4<120 49.9<120

[N/mm
2
] σL 0.0<210 210.0<210 0.0<210

応力度　σU 0.0<-210 -210.0<-210 0.0<-149.9

[mm]　下フランジ 550×32 550×35 700×22

諸元　ウェブ 1700×9 1700×9 2200×11

断面　上フランジ 550×27 550×35 680×27

ﾌﾗﾝｼﾞ固定間距離[mm] 5000 5000 5000

断面力内訳

死
　
荷
　
重

活
荷
重

合　　計

断面計算結果 支点上 支間中央 支点上

活荷重たわみ[mm] 39.8<45 55.0<8050.5<80 58.3<100

使用鋼材 SM490Y SM490Y SM490Y SM490Y SM490YSM490Y SM490Y SM490Y SM490Y

 

表－２ 単純桁照査項目一覧 
床版の

合成作用
の取扱い

照査
部位

照査項目

支点部 ・腹板の曲げに伴うせん断応力度
・曲げモーメントによる垂直応力度(フランジ引張･降伏)
・圧縮応力を受けるフランジ(自由突出板)の局部座屈
・曲げモーメントによる垂直応力度(フランジ引張･降伏)
・圧縮応力を受けるフランジ(自由突出板)の局部座屈

支点部 ・腹板の曲げに伴うせん断応力度
・曲げモーメントによる垂直応力度
　　　　　　　　　　　(フランジ圧縮・引張降伏)
・圧縮応力を受けるフランジ(自由突出板)の局部座屈
・曲げを受ける桁の対傾構間における横倒れ座屈
・曲げモーメントによる垂直応力度
　　　　　　　　　　　(フランジ圧縮・引張降伏)
・圧縮応力を受けるフランジ(自由突出板)の局部座屈
・曲げを受ける桁の対傾構間における横倒れ座屈

支間
中央部

非合成桁

合成桁

支間
中央部

断面
変化部

断面
変化部

 

表－３ 連続桁照査項目一覧 

床版の
合成作用
の取扱い

照査
部位

照査項目

・腹板の曲げに伴うせん断応力度

・曲げモーメントによる垂直応力度(フランジ引張･降伏)
・圧縮応力を受けるフランジ(自由突出板)の局部座屈
・曲げモーメントによる垂直応力度(フランジ引張･降伏)
・圧縮応力を受けるフランジ(自由突出板)の局部座屈
・曲げモーメントによる垂直応力度(フランジ引張･降伏)
・腹板の曲げに伴うせん断応力度
・圧縮応力を受けるフランジ(自由突出板)の局部座屈
・曲げを受ける桁の対傾構間における横倒れ座屈

非合成桁

端
支点部
側径間
中央部

中間
支点部

断面
変化部

 

 
3.  検討対象橋梁の試設計 
 
3.1  使用材料及び荷重条件 
使用材料は以下のとおりとした． 
・構造用鋼材：SM400，SM490Y〔JIS G 3106〕 
・鉄筋：SD295〔JIS G 3112〕 
・コンクリートの設計基準強度σck： 

24N/mm2(非合成桁), 27N/mm2(合成桁)〔道示Ⅱ11.2.1〕 
荷重条件は道示Ⅰ共通編，Ⅱ鋼橋編によることとし，

死荷重（D），活荷重（L），衝撃（I），コンクリートのク

リープの影響（CR），コンクリートの乾燥収縮の影響

（SH），温度変化の影響（T）を考慮し，荷重組合せは以

下のとおりとした． 
 

・非合成桁の場合：D＋L＋I 
・合成桁の場合：① D’(合成前死荷重状態)  
        ② D＋L＋I 
        ③ D＋L＋I＋CR＋SH 
        ④ D＋L＋I＋CR＋SH＋T 
        ⑤ 1.3D＋2.0L＋2.0I＋CR＋SH＋T 
床版の最小全厚の設定及び疲労照査にあたっては，1

方向あたりの大型車の計画交通量5,000台/日を想定した． 
 
3.2  設計手順 
格子解析により下記の手順で鋼げた断面を決定した． 

1) 主桁および荷重分配横桁による格子モデルの作成 
2) 格子モデルへの各荷重の載荷，作用断面力の算出 
3) 主桁断面照査及び主桁断面諸元の決定 
4) 活荷重たわみの照査 
5) 決定した主桁断面に対する疲労の照査 

 3)では，まずウェブ高を支間長の約1/18（100mm単位），

フランジ幅をウェブ高の約 1/3 に初期設定した．曲げモ

ーメント最大点でフランジ板厚が35mm程度となるよう

にし，かつ，主要な圧縮フランジについては自由突出板

の座屈に配慮して限界幅厚比以上を用い，許容応力度に

対する余裕が 0 に近づくようにフランジ板厚を 1mm 単

位で調整した．板厚で調整困難な場合には板幅を10mm
単位で調整した．なお，鋼道路橋設計ガイドライン 12)

に従い，水平補剛材1段，腹板厚一定，一主桁フランジ

幅同一，一部材一断面とした． 
 
3.3  断面設計結果 
 表－４，５に各検討ケース（外桁：G1）の断面計算結

果を示す．表中の網掛け部分は，断面決定要因となる断

面応力と抵抗強度の関係を示している．なお，外桁の方

が内桁に比べ活荷重断面力の割合が大きかったことか

ら，信頼性指標βが小さくなることが予想される外桁に

着目して検討を行うこととした． 
 表中の最下段に活荷重たわみを示すが，全ての検討ケ

ースで応力

照査により

決定した断

面剛度でた

わみの許容

値を満足し

た．また，

疲労照査で

は，活荷重

断面力比率

の大きいS- 
NN-30，C-N 
N-40 で面外

ガセット継

圧縮縁：1.00
引張縁：1.00

圧縮縁：1.25
引張縁：1.25

圧縮縁：1.15
引張縁：1.00

圧縮縁：1.30
引張縁：1.15

正の曲げモーメントを受ける
部分の許容応力度の割増し係数
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表－５ 試設計における外桁の断面計算結果（合成として応力算定） 

M[kN･m] S[kN] P[kN] M[kN･m] S[kN] P[kN] M[kN･m] S[kN] P[kN] M[kN･m] S[kN] P[kN]

鋼桁 0 182 － 1875 0 － 0 138 － 1387 0 －
床版 0 363 － 4056 -54 － 0 343 － 3638 -22 －
型枠 0 59 － 662 0 － 0 56 － 594 -4 －
舗装 0 82 － 971 0 － 0 79 － 912 0 －
地覆 0 84 － 471 0 － 0 82 － 433 0 －
防護柵 0 9 － 49 0 － 0 8 － 45 0 －
型枠撤去 0 -56 － -598 0 － 0 -54 － -560 0 －

0 381 － 4421 -173 － 0 375 － 4244 -161 －

0 84 － 982 -39 － 0 83 － 942 -36 －

0 － 0 271 － 332 0 － 0 302 － 348

983 － 1194 1113 － 1194 1070 － 1170 1196 － 1170

1053 － 2149 1275 － 2149 1073 － 2106 1258 － 2106

床版

上フランジ

ウェブ

下フランジ

　　 ②

　　 ③

　　 ④

　　 ⑤

　　 ②

　　 ③

　　 ④

　　 ⑤

注1)M：曲げモーメント，S：せん断力，P：軸力

注2)丸数字は，荷重条件の荷重組合せとする．

検討ケース

115.4<262.5

2200×11 2200×11

-189.8<-207.8(横倒れ)

0.0<-210 -209.6<-210

2458×250

410×14 410×19

6.2<210

-26.5<-241.5

S-NC-40 S-CC-40

-240.7<-241.5

-45.9<-273 -259.8<-273

-45.9<-355 -334.6<-355

2458×250

支点上 支間中央

5000 5000

192.8<241.5

297.2<355

-145.3<-241.5

-162.2<-273

-210.1<-355

184.5<210

-21.3<-241.5

-39.0<-273

-39.0<-355

0.0<210

5000 5000

[N/mm
2
] 0.0<-210 -121.9<-210

700×22 700×36

応力度　σU ①
注2) 0.0<-187.3(自由突出) -103.1<-240.3(横倒れ)

乾燥収縮

温度差

活
荷
重

活荷重

衝撃

　　　 σL　① 0.0<262.5 102.9<262.5

　　　　τ 49.1<120 11.0<120

5.6<210

10.2<241.5

10.2<355

189.4<210

2508×250 2508×250

2200×11 2200×11

680×27 680×37

ﾌﾗﾝｼﾞ固定間距離[mm]

断面計算結果 支点上 支間中央

断面力内訳注1)

死
　
荷
　
重

合
成
前

合
成
後

不
静
定
力

クリープ

0.0<-141.6(自由突出)

45.8<120 9.2<120

213.4<241.5

10.6<355 328.0<355

10.6<241.5

0.0<210 203.9<210

209.8<210

断面
諸元

[mm]　

25.5<80活荷重たわみ[mm] 23.3<80

0.0<262.5

680×21 680×31

SM490Y SM490Y SM490Y使用鋼材 SM490Y

手をG等級（非仕上げ）からF等級（仕上げ）に変更す

ることが必要となったが，その他のケースでは照査を満

足した．なお，S-CC-40 では荷重組合せ⑤（降伏に対す

る安全性の照査）によって断面が決定する部位はなかっ

た． 
 
4.  鋼I桁橋における信頼性指標βの検討 
 
4.1  信頼性指標βの解析方法 
 信頼性指標βの解析方法としては，各種の方法 13)があ

るが，ここではAFOSM法とモンテカルロシミュレーシ

ョンの2方法を対象として検討を行った． 
 AFOSM（Advanced First-Order Second-Moment Method）
法は，確率変数を標準正規座標系に変換し，座標原点か

らの限界とする状態（破壊面）までの最短距離を求める

ことにより信頼性指標βを算出するものである．なお，

4.3 節に述べるが，本文では性能関数 Z の確率変数をす

べて正規分布と仮定した．そのため今回の検討に用いた

AFOSM 法と， ISO23943) に示されている FORM
（First-Order Reliability Method）法（非正規確率変数を破

壊点で確率密度及び確率分布関数の値が等しくなるよ

うな正規確率変数で近似する方法）10)13) では，結果的に

同じ解が得られることになる． 
 モンテカルロシミュレーションは以下のとおり適用

した．まず，確率変数X1,X2,…,Xnの関数で表される性能

関数Zに対して，確率変数Xiの分布を設

定し，確率分布に従った乱数を発生させ

Zの値を求める．これをN回繰返してZ
の確率分布を作成し，この平均値  と
標準偏差 σZ により次式で表される信頼

性指標βを求める． 
 (1) 
  
 ここで，モンテカルロシミュレーショ

ンとは，本来乱数により確率分布を満足

するサンプルを算出し，これら多数のサ

ンプルから破壊確率 Pf を直接求める数

値実験手法であり，信頼性指標βを算出

する際には，Pfより標準正規分布の逆関

数を用いてβを算出するのが一般的と

考えられる．ただし，Pfを算出するのに

十分信頼性のある統計データが揃って

いるわけではないこと，照査式の性能関

数の確率分布形が結果的にほぼ正規分

布となることから，本文中では式(1)によ

りβを算出することとした． 
 モンテカルロシミュレーションによ

る方法では，AFOSM法と異なる以下の

点を考慮した解析を行っている．鋼材降

伏点や鋼材板厚のように確率変数に上限値もしくは下

限値がある場合，発生させた乱数が上下限値を超えた場

合，再度乱数を発生させ確率変数が制限値内となるよう

にしている．また，座屈強度のように座屈パラメータに

応じて耐荷力曲線の式自体が変わるとともに，確率変数

の統計量が不連続に与えられる場合（表－７），AFOSM
法では座屈パラメータを確定値として座屈強度の統計

量を与えることになるが，モンテカルロシミュレーショ

ンでは座屈パラメータを変数として，パラメータに応じ

た耐荷力曲線と確率変数の統計量を選択できる利点が

ある．なお，シミュレーション回数（N＝10000 回）に

関しては， 10個のβを算出し，βの変動係数が0.01以
下となる回数を目安とした（図－５）． この場合，10個
のβの変動幅（βmax－βmin）は0.1以下となった． 
前述の2方法に加えて，各確率変数のばらつきがβに 

300001000030001000300100
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0.00
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0.07

0.08

シミュレーション回数N

β
の

変
動

係
数

曲げ圧縮強度

曲げ引張強度

 
図－５ 回数Nとβの変動係数の関係 

     （検討ケースS-NN-40支間中央の場合） 
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Z
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表－７ 抵抗側不確定要因と解析に用いた確率変数の統計量

道示規定値の基準となる データ 平均値 標準 変動 備　　考

値または式（以下，基準値） 数 基準値 偏差 係数 (参考文献等)

Ｒ≦0.7 σcr/σy＝1.0 24 1.068 0.0775 0.0726

0.7＜Ｒ≦1.1 σcr/σy＝0.5/Ｒ2 25
2.561R
-0.730

0.106R
+0.001

(0.106R
+0.001)/
(2.561R
-0.730)

α≦0.2 σcr/σy＝1.0

0.2＜α σcr/σy＝1.0-0.412(α-0.2)

板厚誤差 板厚t≦100mm 板厚公称値 160980 1.002 0.0121 0.0121
文献14)15),
上下限値有

板取(板幅)誤差 － 板幅公称値 － 1.000 0 0 確定値として扱う

床版厚誤差 合成桁の床版 床版厚公称値 － 1.050 0.0120 0.0114 文献16)

弾性係数 200000N/mm2 1024 0.999 0.0450 0.0450 文献17)

ポアソン比 0.30 588 0.937 0.0850 0.0910 文献17)

JIS規格下限値

鋼材物理定数

断
面
定
数

材料
強度

横倒れ座屈強度

自由突出板の
圧縮座屈強度

部
材
強
度

抵抗側

不確定要因

鋼材降伏強度

分類等

全鋼種，全板厚

文献8)
α:座屈ﾊﾟﾗﾒｰﾀ

0.1011 0.0821
文献14),
下限値有

文献8)
R:座屈ﾊﾟﾗﾒｰﾀ
座屈領域R>0.7の
統計量はRの関数
として与えた

78901 1.232

0.13100.1706221 1.302

 

及ぼす影響度（感度）の検討結果を踏まえた上で，確率

変数を影響度の大きなものに絞った場合のβの簡易算

出式による試算も行った．すなわち，R（抵抗）とS（荷

重）がお互いに独立でありかつ正規確率分布と仮定でき

るならば，信頼性指標βは式(2) （式中の記号は表－６

参照）のように表される．  

 
22

SRZ

SRZ

σσσ
β

+

−
==  (2) 

ここで，例えば軸方向圧縮強度の場合には抵抗Rは次

式で表される． 

   

 また，Rの標準偏差 Rσ は，次式で表される． 

222

y

cry
VVVA A

y

cr
yR

σ
σσσ

σ
σσ ++⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅⋅=  

4.2  照査式と性能関数Z 
 以下に，現行道示Ⅱ鋼橋編に基づく照査項目別の性能

関数Zを示す． 
1) 非合成桁曲げモーメントによるフランジ垂直引張強

度（道示Ⅱ 6.3.9による．） 

( )LD
grosslgf

netlgf

t
y MM

A
.A

y
IZ +−⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ ×
⋅=

−

− 11
σ  (3) 

2) 非合成桁曲げモーメントによるフランジ垂直圧縮強

度 
 

 (4) 
表－６ 記号表（軸方向圧縮強度の例） 

  

抵抗 
鋼材降伏強度 

板厚板取精度 

（断面積等） 
座屈強度 項目 荷重 

単位 N/mm2 mm2 無次元量 

記号 S  R  yσ  A  
 

平均値 S  R  yσ  A   

標準偏差 Sσ  Rσ     

変動係数   y
Vσ  AV   

y

cr

σ
σ

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

y

cr

σ
σ

y

cr
V
σ
σ

 

3) 腹板の曲げにともなうせん断強度 

( )LDweb
y SSAZ +−⋅=
3

σ
 (5) 

4) 単純合成桁の曲げモーメントおよび軸力によるフラ

ンジ垂直引張強度 

⎟⎟
⎠

⎞
+++++

++
+

+⎜⎜
⎝

⎛
−=

VL
V

V

V
LV

V

V

V
LV

V

V
VL

V

LVD
SL

S

S
y

y
I

M
A
P

y
I

M
A
P

y
I
M

A
P

y
I

MM
y

I
M

Z

1
2

2

2

2

2
1

1

1

ϕ

ϕσ

 (6) 

5) 単純合成桁の曲げモーメントおよび軸力によるフラ

ンジ垂直圧縮強度（合成前） 

SU
S

S

y

cr

y

cr
y y

I
M

,minZ −⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅=

σ
σ

σ
σ

σ
横倒れ自由突出板

 (7) 

6) 単純合成桁の曲げモーメントおよび軸力によるフラ

ンジ垂直圧縮強度（合成後） 

⎟⎟
⎠

⎞
+++++

++
+

+⎜⎜
⎝

⎛
−=

VU
V

V

V
UV

V

V

V
UV

V

V
VU

V

LVD
SU

S

S
y

y
I

M
A
Py

I
M

A
Py

I
M

A
P

y
I

MMy
I

MZ

1
2

2

2

2

2
1

1

1

ϕ

ϕσ

 (8) 

ここに示した記号については本文の最後に付録とし

てまとめる． 
 
4.3  抵抗側及び荷重側不確定要因別の確率変数 
 本文で仮定した不確定要因別確率変数の基準値，平均

値（既存文献から引用した実験データから求められた平

均値），標準偏差，変動係数について，抵抗側・荷重側

に分けて，それぞれ表－７，８に示す．表中の標準偏差

と変動係数は，各不確定要因の基準値で除すことで無次

元量として表している．信頼性指標β試算上の分布形は

いくつか考えられるが，ここでは最も標準的で取扱いが

容易な正規分布と仮定した．ただし，モンテカルロシミ

ュレーションについては，備考欄に示すように確率変数

によっては上下限を考慮している．4.2 節に示した性能

関数中の断面積Aや断面2次モーメント Iの統計量につ

いては，板厚誤差と

板取誤差を構成断

面に対応した形で

与え，座屈耐力のば

らつきについては，

鋼材降伏強度，板厚

誤差，板取誤差，鋼

材物理定数の組合

せによる座屈パラ

メータのばらつき

と座屈強度のばら 

y

cr
y AR

σ
σ

σ ⋅⋅=

( )LD
y

cr

y

cr

c
y MM,min

y
IZ +−⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅=

σ
σ

σ
σ

σ
横倒れ自由突出板
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表－８ 荷重側不確定要因と解析に用いた確率変数の統計量

荷重側 道示規定値の規準となる データ 平均値 標準 変動 備　　考

不確定要因 値または式（以下基準値） 数 基準値 偏差 係数 （参考文献等）

公称体積×単位重量(77.0kN/m3) 160980 1.002 0.0121 0.0121 文献14)

公称体積×単位重量(24.5kN/m3) 不明 1.050 0.0138 0.0131 文献16)

公称体積×単位重量(22.5kN/m3) 不明 1.030 0.0500 0.0485 文献16)

地覆・壁高欄・歩車道境界 公称体積×単位重量(24.5kN/m3) － 1.050 0.0138 0.0131 RC床版と同じとする

鋼製高欄（金属製高欄） 規定無し：0.5kN/m（1高欄当り） － 1.000 0 0 確定値として扱う

Ｌ荷重 道示Ⅰ2.2.2活荷重 － パラメータとする

衝撃係数 i=20/(50+L)　L：支間長(m) －

コンクリートの
クリープの影響

クリープ係数 2.0 － 1.000 0 0

クリープ係数 4.0 － 1.000 0 0
最終収縮度 20×10^-5 － 1.000 0 0
鋼の線膨張係数 12×10^-6 － 1.000 0 0
コンクリートの
線膨張係数

12×10^-6：合成桁
(10×10^-6)

－ 1.000 0 0

温度差 ±10度 － 1.000 0 0

確定値として扱う
（不静定力に関する
統計データが未収集
のため）

分類等

鉄筋コンクリート床版重量

不静定力

コンクリートの
乾燥収縮の影響

温度変化の影響

B活荷重

鋼重(全鋼種)

舗装重量死荷重

1.0～2.5 0 0活荷重

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(b)支間長40mの連続非合成桁の場合（C-NN-40） 
図－６ 主桁（外桁）におけるβの支間方向の変化

表－９ 活荷重載荷シミュレーションによるB活荷重 
（L荷重）に対する最大曲げモーメントの比 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
20% 1.58 0.017 1.29 0.061
40% 1.58 0.017 1.35 0.054
20% 1.85 0.097 1.24 0.058
40% 1.99 0.101 1.38 0.054

20m

60m

1車線分 2車線分
支間長

大型車
混入率

 
 

つきを組み合わせて与えている． 
活荷重については，文献 18)に車両重量実態調査デー

タ（1984 年，国道 357 号 有明）を基にした活荷重載荷

シミュレーションによる設計供用期間中の活荷重最大

断面力の検討が実施されており，極値Ⅰ型確率紙上で

L-20荷重に対する支間長20m，60mの単純梁支間中央に

おける1車線載荷時の最大曲げモーメント比が検討され

ている．また，2 車線載荷時についても 1 車線載荷時の

最大曲げモーメント比の確率密度分布を利用し，たたみ

込み積分することにより2車線載荷時の最大曲げモーメ

ント比を求めている．この文献 18)の結果を用いて渋滞

回数600回/日，設計供用期間100年として，べき乗則に

より単純梁支間中央における B 活荷重に対する最大曲

げモーメントの比を求めると，表－９のようになり，1
車線では最大約 2.0，今回対象とした 2 車線では最大約

1.4（2車線の合計値）となる．以上のように最大曲げモ

ーメント比は，

想定条件によっ

て大きく異なる

ことから，本文

では表－９を参

考に，設計供用

期間中の活荷重

断面力最大値と

B 活荷重による

断面力の比（以

下，活荷重断面

力比）を，活荷重の影響を把握するため1.0～2.5まで0.5
きざみでパラメータ（確定値）として与えることとした． 
 
4.4  試算結果と考察 
(1)  非合成桁における信頼性指標β 
1) 照査部位・項目別の信頼性指標βの傾向 
図－６(a)(b)に活荷重断面力比を2.0とした場合のモン

テカルロシミュレーションによる信頼性指標βの算出

結果を示す．図中のβについては，○印の位置（断面変

化位置，断面力極値位置）で解析しており，それらの間 
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(a)支間長30mの単純非合成桁の場合（S-NN-30） 
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表－１０ 解析手法の違いによるβの比較 

β 比率 β 比率 β 比率 β 比率 β 比率 β 比率
5.9 5.9 5.9 6.3 6.3 6.3
5.1 5.1 5.1 6.5 6.5 6.5

4.6 5.0
4.1 5.1
3.5 3.7
3.2 3.8
2.4 2.4
2.3 2.5

1.16 1.16

2.5

0.971.0

1.5

2.0 1.08

0.970.97

0.97

L=40m L=50m

1.12

1.17

①／②

1.04

0.97

0.97

凡例：

活荷重
断面力

比

AFOSM法のβ値 ①
モンテカルロシミュレーションのβ値　②

曲げ引張強度のβ曲げ圧縮強度のβ
L=30m L=40m L=50mL=30m

 
は直線補間している． 
 曲げ圧縮・引張強度に関して断面力に対する余裕が小

さな部位のβは，現行設計と同様に支間中央部と断面変

化位置で3.0～3.8であり，端支点上で曲げモーメントが

0 となる位置では，抵抗側の要因のみでβが決定され 9
以上となっている．曲げ圧縮強度と曲げ引張強度では，

桁全体に渡って曲げ圧縮強度のβが小さくなっている．

これは，表－４に示すように桁断面がほぼ対称断面であ

ることから，圧縮強度の性能関数（式(4)）に含まれる座

屈強度のばらつきの影響と考えられる． 
 せん断強度に関しては，試設計（表－４参照）におい

て腹板の断面決定要因となっていないため，せん断強度

の照査に対するβはフランジの曲げ圧縮引張強度の場

合と比較して大きい．βの値は8.0（支点上）～11.1（支

間中央）となっている（図－６(a)）．このため，以降の

検討では曲げモーメントに対する照査のみに着目する． 
2) 解析手法の違いによる信頼性指標βの比較 
 表－１０に，AFOSM 法とモンテカルロシミュレーシ

ョンによるβを比較して示す．曲げ引張強度については，

手法の違いによるβの差はほとんど無く，これは後述す

るが，不確定要因のうち鋼材降伏強度のばらつきの影響

が支配的であることによると考えられる．一方，曲げ圧

縮強度については，βに0.1～0.8の差がみられるが，鋼

材降伏強度と座屈強度の2要因のばらつきの影響が大き

く，AFOSM 法とモンテカルロシミュレーションの解析

法の違いによる破壊点の違いがβの差に現れたこと，ま

た，座屈強度の性能関数での取扱いが両者で異なること

が両者のβの差の要因と考えられる．  
3) 支間長（死活荷重比率）と信頼性指標βの関係 

(a)上フランジ曲げ圧縮強度 (b)下フランジ曲げ引張強度
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図－７ 非合成単純 I桁（S-NN-30,40,50）のβ 

 図－７にモンテカルロシミュレーションにより解析

した場合の支間長の違いによるβと活荷重断面力比の

関係を示す．活荷重断面力比が大きくなるとβが直線的

に小さくなっており両者は線形関係にあることが読み

取れる．また，支間長（死活荷重比率）が大きくなるに

つれて，活荷重断面力比に対するβの変化量は小さくな

る傾向にある． 
4) 確率変数のばらつきが信頼性指標βに及ぼす影響 
不確定要因として用いた各確率変数のばらつきが信

頼性指標βに与える影響（感度）を把握するため，

AFOSM 法により算定された各確率変数の感度係数αi

を確認した．また，モンテカルロシミュレーションにお

いて，各確率変数を確定値（表－７，８中の基準値）と

した場合の信頼性指標βの変化を確認した．検討対象は

基本ケース（S-NN-40）とし，照査部位・項目は支間中

央における曲げ圧縮強度（上フランジ）及び曲げ引張強

度（下フランジ）とした． 
(i)AFOSM法における感度係数αiの比較 
 表－１１(a)(b)に，AFOSM法において考慮した荷重側

及び抵抗側の不確定要因に対する感度係数を示す． 
 曲げ圧縮強度の場合，感度係数は絶対値の大きい順に

鋼材降伏強度，座屈強度と続くが，これら2項目以外は

1 桁以上数値が離れており，これは表－７，８の不確定

要因の統計量の内，標準偏差が大きい項目と対応してい

る．活荷重を確定値（1.0～2.5）としているため，感度

係数の割合は意味を持たないが，抵抗側不確定要因のば

らつきに関して言えば，鋼材降伏強度と座屈強度が信頼

性指標βに与える影響が大きいと考えられる． 
曲げ引張強度の場合，鋼材降伏強度以外は1桁以上数

値が離れており，抵抗側不確定要因のばらつきに関して

は，鋼材降伏強度が信頼性指標βに与える影響が大きい

と考えられる． 
(ii)モンテカルロシミュレーションにおける各確率変数

の感度比較 
 表－１２に，不確定要因を全て考慮して算出したβに

対して，各確率変数を確定値とした場合の信頼性指標β

の変化をまとめる．βの変動比率が大きい順に鋼材降伏

点，座屈強度，床版・地覆の死荷重となっており，それ 
表－１１ AFOSM法における感度係数 

(a)上フランジ曲げ圧縮強度の感度係数αi 

鋼重
床版・
地覆

舗装
鋼材降
伏強度

座屈
強度

上ﾌﾗﾝ
ｼﾞ板厚

下ﾌﾗﾝ
ｼﾞ板厚

ウェブ
板厚

1.0 5.9 -0.010 -0.028 -0.024 0.804 0.590 0.055 0.008 0.010
1.5 4.6 -0.009 -0.025 -0.022 0.780 0.622 0.062 0.009 0.011
2.0 3.5 -0.009 -0.024 -0.020 0.766 0.638 0.067 0.010 0.012
2.5 2.4 -0.008 -0.022 -0.019 0.757 0.649 0.072 0.010 0.013

荷重側不確定要因 抵抗側不確定要因活荷重
断面力

比
β値

 
(b)下フランジ曲げ引張強度の感度係数αi 

鋼重
床版・
地覆

舗装
鋼材降
伏強度

上ﾌﾗﾝ
ｼﾞ板厚

下ﾌﾗﾝ
ｼﾞ板厚

ウェブ
板厚

1.0 6.3 -0.010 -0.027 -0.024 0.998 0.008 0.055 0.010
1.5 5.0 -0.010 -0.027 -0.024 0.997 0.010 0.067 0.012
2.0 3.7 -0.010 -0.027 -0.024 0.996 0.011 0.078 0.014
2.5 2.4 -0.010 -0.027 -0.024 0.995 0.013 0.090 0.016

活荷重
断面力

比
β値

荷重側不確定要因 抵抗側不確定要因
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表－１２ 各確率変数を確定値とした場合のβの変化   
照査項目
照査部位

1.0 1.5 2.0 2.5 1.0 1.5 2.0 2.5
5.06 4.15 3.23 2.32 6.46 5.14 3.82 2.51

β値 6.01 4.35 2.69 1.02 48.42 32.80 17.18 1.55
変動比率 1.19 1.05 0.83 0.44 7.50 6.38 4.49 0.62

β値 5.07 4.15 3.23 2.32 6.49 5.16 3.84 2.51
変動比率 1.001 1.001 1.000 0.999 1.005 1.005 1.004 1.002

鋼材板厚 β値 5.06 4.15 3.24 2.32
t 変動比率 1.001 1.001 1.001 1.000

鋼の弾性 β値 5.06 4.15 3.23 2.32
係数　E 変動比率 1.000 1.000 1.000 1.000
鋼のポア β値 5.06 4.15 3.23 2.32

ソン比　ρ 変動比率 1.000 1.000 1.000 1.000
β値 6.46 5.14 3.81 2.49

変動比率 1.276 1.238 1.179 1.074
鋼重 β値 5.06 4.15 3.24 2.32 6.46 5.14 3.82 2.51
Ds 変動比率 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.001 1.001

床版･地覆 β値 5.13 4.22 3.31 2.39 6.56 5.24 3.92 2.61
Dc 変動比率 1.014 1.017 1.022 1.031 1.016 1.020 1.027 1.041

舗装 β値 5.07 4.16 3.25 2.33 6.47 5.16 3.84 2.52
Dw 変動比率 1.002 1.003 1.003 1.005 1.003 1.003 1.004 1.006

注1)表中の青色網掛けは,感度の大きい不確定要因を示し濃い色程感度が大きい
注2)変動比率とは,全ての不確定要因を考慮した場合のβ値に対する比

βの変動比率 5%以上

不確定要因を全項目考慮したβ

下フランジ

R1

R3

R4

確定値とした
確率変数

活荷重断面力比

R2

鋼材降伏強度
σy

曲げ圧縮強度
上フランジ

曲げ引張強度

2%以上5%未満 1%以上2%未満

断面性能として
の鋼材板厚　t

強度　σcr/σy

1%未満

該当なし

死
荷
重

R5

R6

S1

S3

自由突出板座屈

S2

座屈
パラ
メー
タ中

 
 

表－１３ 影響度の大きい確率変数を考慮した 
場合のβの変化 
照査項目
照査部位

1.0 1.5 2.0 2.5 1.0 1.5 2.0 2.5
5.06 4.15 3.23 2.32 6.46 5.14 3.82 2.51

β値 6.60 5.27 3.94 2.61 6.61 5.29 3.96 2.63
変動比率 1.305 1.271 1.219 1.127 1.024 1.029 1.036 1.050

β値 5.15 4.24 3.32 2.40 6.61 5.29 3.96 2.63
変動比率 1.018 1.021 1.026 1.035 1.024 1.029 1.036 1.050

β値 5.08 4.16 3.25 2.33 6.51 5.18 3.86 2.53
変動比率 1.004 1.004 1.004 1.004 1.008 1.009 1.009 1.009

β値 5.08 4.16 3.25 2.33 6.48 5.16 3.84 2.52
変動比率 1.003 1.003 1.004 1.005 1.003 1.004 1.005 1.007

注）変動比率とは,全ての不確定要因を考慮した場合のβ値に対する比
βの変動比率 5%以上

1

2

σy

不確定要因を全項目考慮したβ

感度解析対象
不確定要因

活荷重断面力比

曲げ圧縮強度
上フランジ

曲げ引張強度
下フランジ

4

σｙ，
σcr/σy

σｙ，Dc，
σcr/σy

σｙ，Dc，t，
σcr/σy

3

2%以上5%未満 1%以上2%未満 1%未満  
 

ら以外の項目についてはβの変動比率が 1%以下であり，

信頼性指標βへの影響度の傾向は，AFOSM 法の感度係

数の傾向と一致している． 
以上の結果を踏まえて，影響度の大きい項目のみを考

慮してβを算出した結果を表－１３に示す．表中の不確

定要因の組合せ順序は，βへの影響度が大きい順（表－

１２の青色の項目）とした．抵抗側不確定要因について

は，鋼材降伏強度，座屈強度を考慮すれば，全ての不確

定要因を考慮したβとほぼ同値となっていることがわ

かる．なお，鋼材降伏強度・座屈強度・床版地覆の死荷

重・鋼板の板厚の不確定要因に限定して，式(2)を用いた

場合のβの算出も行っているが，表－１３の結果とほぼ

同値となった．これは，本文で対象とする不確定要因の

確率分布を基本的に正規分布と仮定しているためであ

り，確率変数に関して厳密な分布形を取り扱わず，正規

分布とする仮定の下では一般的な式によるβの評価で

も，AFOSM 法やモンテカルロシミュレーションによる

場合と，ほぼ同等の結果が得られるものと考えられる． 
(2)  合成桁における信頼性指標β 
 図－８に，単純合成 I桁橋（S-CC-40）における支間中

央断面の曲げ圧縮・引張強度を対象として，モンテカル

ロシミュレーションにより算出したβと活荷重断面力

比の関係を荷重組合せ別に示す． 
曲げ引張強度については，非合成桁橋におけるβ（図 

(a)上フランジ曲げ圧縮強度 (b)下フランジの曲げ引張強度
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図－８ 単純合成 I桁（S-CC-40）のβ 

(a)上フランジ曲げ圧縮強度 (b)下フランジ曲げ引張強度
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図－９ 床版と鋼桁の合成作用の取扱いの 

違いによるβの比較 
－７(b)参照）とほぼ同じ値となっている．曲げ圧縮強度

については，合成前の荷重組合せ①の場合のβが小さい

ことがわかる．また，合成後については，非合成桁橋に

おけるβが2.3～5.1であるのに対して，合成桁橋におけ

るβ（荷重組合せ②）は床版の合成効果により6前後と

大きくなっている．また，死荷重以外のばらつき等を考

慮していないという前提の下であるが，曲げ圧縮・引張

強度ともに，荷重組合せ②～④（許容応力度の割増係数

を考慮）の違いによるβの違いは小さい． 
(3) 床版と鋼桁の合成作用の取扱いの違いによる信頼性

指標βの比較 
 図－９に，床版と鋼桁との合成作用の扱いの違いの影

響を把握するため，支間長40mの単純 I桁橋（S-NN-40）
における支間中央断面の曲げ圧縮・引張強度を対象とし

て，モンテカルロシミュレーションにより信頼性指標β

を算出した結果を示す．S-NN-40（非合成桁橋）と

S-NC-40（非合成桁橋として設計，ただし合成挙動を想

定し断面力を算出）を比較すると，S-NC-40の方のβが

特に曲げ圧縮強度に関して大きくなっている．これは床

版を抵抗断面として考慮する分，桁の中立軸が上フラン

ジ寄りにシフトし，中立軸に近い上フランジ側の応力の

変化が下フランジ側と比較して大きいこと，また，上フ

ランジについては床版によるフランジの固定を考慮し

た（自由突出板として局部座屈しないため，座屈強度 
σcr/σy=1（確定値）として扱う）ことによる． 
(4)  鋼I桁全般の信頼性指標β 
 図－１０に今回対象とした橋梁について，外桁・内桁 
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図－１０ 検討対象橋梁の断面決定部位のβ 

 
の断面決定部位（公称抵抗曲げモーメントに対して公称

曲げモーメントの余裕が小さな部位）の全箇所を対象と

して，モンテカルロシミュレーションによる信頼性指標

βの算出結果を死荷重比率別に示す．ここで，活荷重断

面力比は2.0としている． 
 図中の死荷重比率0.45以上の範囲は，死荷重と活荷重

による曲げモーメントが常に同符号であり，βは 3～7
となっている．また，死荷重比率が 0.45 以下の範囲は，

連続桁において活荷重の載荷位置により曲げモーメン

トが交番する部位で，βは5～7.5となっている．死荷重

比率0.45以上の範囲に着目すると，非合成桁の場合，曲

げ圧縮・引張強度それぞれの死荷重比率毎のβの下限値

は，図中の実線の様に表される．このことから，βの下

限値は死荷重比率が大きくなるに従い直線的に大きく

なる傾向が見て取れる．なお，同一照査部位に着目する

と，βと活荷重断面力比の関係は線形関係にあり（図－

７～９参照），活荷重断面力比0.5の変化に対し，βの値

は曲げ圧縮強度では非合成桁の場合 1.0 程度，合成桁の

場合 0.3 程度，曲げ引張強度では合成・非合成桁によら

ず1.4程度変化している． 
 
5.  目標信頼性指標βTに対する部分係数の検討 
 
 部分係数を算定する上で，目標となる信頼性指標βT

を設定する必要があるが，そのための一手法として現行

設計法に基づいて設計された橋梁群のβを基に算出す

る方法がある．前述のとおり，鋼Ⅰ桁橋におけるβは，

活荷重断面力比によって変わるため，まず活荷重断面力

比を設定する必要がある．しかしながら，活荷重断面力

比を設定するだけの詳細検討を行っていないので，ここ

では国際規格，海外基準において与えられている 3～4
程度の数値を参考に，仮にβTを3.5と想定した場合の抵

抗側の部分係数の試算を行った．なお，3.5という値は，

図－１０に示したとおり現橋の桁の曲げ圧縮・引張強度

に対するβの下限側に近い値である．対象橋梁は表－１

に示した検討ケースとし，断面決定部位である支間中央

断面に着目し，曲げ圧縮・引張強度の照査を対象とした． 
 
5.1  検討方法 
 基本となる照査式は次式で与えられる． 

a

k
kLkD

R
LD

γ
φ

γγ ≤+  (9) 

ここに， 
      ：死荷重係数，活荷重係数，抵抗係数 

：全体調整係数（ここでは，仮に1.0とする） 
      ：死荷重，活荷重，抵抗を断面力もしくは応力

で表現した基準値（公称値） 

表－７，８で示した不確定要因では考慮されない照査

式中の不確定要因（構造解析の不確実性，構造物のモデ

ル化の信頼性，限界状態以降の橋への影響の重要度等）

や構造物の重要度等については別途考慮することが必

要である．ここではそれをγa として式中に与えること

としたが，具体的な数値の設定については今後の課題で

ある． 

また，信頼性指標βは，式(2)における荷重(S)を［死荷

重(D)＋活荷重(L)］とおくことにより次式で与えられる． 

( )
222

LDR

LDR

σσσ
β

++

+−
=  (10) 

ここに， 
     ：死荷重，活荷重，抵抗を断面力もしくは応

力で表現した平均値 
       ：死荷重，活荷重，抵抗を断面力もしく

は応力で表現した標準偏差 

文献5)6)を参考に以下の式展開を行った． 
式(9)の右辺と左辺が等しいとして式変形すると， 

( )kLkDa
k

LD
R

γγγφ +=
1

 (9’) 

が得られる．また，式(10) 中のβを目標信頼性指標βT

に置き換えて式変形すると， 

( ) 222
1

LDRTLD

R

σσσβ ++++
=  (10’) 

が得られる．式(9’)を式(10’)の右辺及び左辺によりそれ

ぞれ除して整理すると，抵抗側の部分係数（以下，抵抗

係数）φは次式で与えられる． 

( )

( ) 222
LDRT

kLkDa
k

LD

LD
R
R

σσσβ

γγγ
φ

++++

+
=  (11) 

φγγ ,, LD

kkk R,L,D
aγ

R,L,D

RLD ,, σσσ
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 この式(11)に対して，2方法により抵抗係数φの算出を

試みた． 

 一つは，式(11)において，試設計結果に基づく死荷重，

活荷重，抵抗の基準値（公称値）・平均値・標準偏差を

表－７，８により与え，活荷重係数は，活荷重断面力比

と同値として1.0～2.5 と 0.1 きざみでパラメータ（死

荷重係数は，1.1 に固定）とすることにより，抵抗係数

φを算出するものである（以下，Case1：断面未変更）． 

 もう一つは，式(11)により算出するのは同じであるが，

抵抗の基準値（公称値）・平均値・標準偏差の与え方を

変えたものである．すなわち，シミュレーションにより

算出した同一部位における曲げ圧縮強度に対するβと

曲げ引張強度に対するβが，同時にβT となるように上

下フランジの板厚を変化させることにより得られた抵

抗断面を基に統計量を与えるものである（以下，Case2：
断面変更）．ただし，抵抗断面の変化にともなう死荷重

や活荷重の変化は小さいと考えられるので，これらは変

化しないものと仮定した． 

 

5.2  試算結果と考察 
図－１１に単純非合成 I桁における抵抗係数を，図－

１２に連続非合成Ⅰ桁における抵抗係数を，図－１３に 
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図－１１ 単純非合成 I桁の場合の抵抗係数φ試算結果 

単純合成 I 桁における抵抗係数を検討ケース別に示す．

図中には，参考までに，目標信頼性指標βT を現橋のβ

と同値にした場合のケースを合わせて示す．この場合，

活荷重係数が大きくなるにつれて，βは小さくなるとと

もに，抵抗係数は構成される抵抗断面が現行と同じであ

るため，大きくなる傾向にある． 
(1)  単純非合成Ｉ桁橋の場合の抵抗係数 
 曲げ引張強度と曲げ圧縮強度の自由突出板座屈パラ

メータRが0.7以下について着目すると，Case2（断面変

更）の方が，Case1（断面未変更）と比較して，活荷重

係数に対する抵抗係数の変動は小さい傾向にある．  
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図－１２ 連続非合成 I桁の場合の抵抗係数φ試算結果 
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図－１３ 単純合成 I桁の場合の抵抗係数φ試算結果 
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Case1 の場合，計算過程において，現橋の断面力及び

断面諸元を変えずに，βのみをβT に変えて抵抗係数φ

を計算しているため，式(11)における抵抗側の基準値（公

称値）・平均値・標準偏差がβT=3.5を再現する断面諸元

の統計量とは異なる可能性があるとともに，同式（曲げ

圧縮・引張強度の両者に対してβT=3.5）を満足する実際

の断面が存在するかどうかも不明確である．Case2では，

この点を解消することを意図しており，フランジ板厚を

変更して曲げ圧縮強度と引張強度のβが，同時にβT と

なるように断面を繰り返し計算により設定している（断

面板厚については，0.001mmきざみで変化させているた

め，必ずしも市場に流通している板厚とはならない）．

以上の計算方法の違いが両者の違いとなって現れてい

るものと推測される．なお，Case2 の場合も，実際の設

計において，同様な断面諸元を選定しない場合には，図

中のφを用いて設計を行ったとしても，βT=3.5 を確保

可能かどうかは不明確であり，今後設定した部分係数に

基づく試設計を行い，再度βを算出することで係数の妥

当性を検証していく必要がある．また，Case1 について

は，Case2 と比較して簡易に抵抗係数を算出でき，かつ

Case1による抵抗係数の変動幅が概ね0.15程度であるこ

とから，実質的に差は小さいとの見方もできる．なお，

Case1とCase2ともに，活荷重係数2.0程度で，抵抗係数

は，ほぼ同値となっている．これは，現橋のβが活荷重

断面力比2.0程度で，βT（=3.5）に近かったためと考え

られる． 
 次に，Case2に着目し照査項目別に抵抗係数を見ると，

曲げ引張強度の抵抗係数は支間長によらず 0.9 程度の一

定値となり，曲げ圧縮強度の抵抗係数は，自由突出板の

座屈パラメータRが0.7より大きい場合を除き，0.85程
度の一定値となっている．R が 0.7 より大きい部分で抵

抗係数が他方より大きくなっているが，この理由として

は，表－７に示すとおり平均値／基準値と標準偏差がR
に対して一定値ではなく，関数として与えられているた

めと考えられる．今後の課題であるが，Rの値によらず

ほぼ一定の抵抗係数を得るためには，基準となる耐荷力

曲線を実験データの統計量と整合させる必要があると

考えられる．なお，R が 0.7 より大きくなる理由は，今

回の検討では断面変化をフランジ板厚のみで行ったこ

とによるものである． 
(2)  連続非合成Ｉ桁橋の場合の抵抗係数 
 連続桁であるため，側径間中央と中間支点上で曲げ圧

縮・引張強度が上下フランジで逆転するが，曲げ引張強

度の抵抗係数に関しては，図－１１の単純非合成 I 桁の

ケースと同様の傾向が見られる． 
 Case2 の曲げ圧縮強度の抵抗係数については，抵抗係

数は0.84～1.75となり，前述と同様に自由突出板座屈パ

ラメータの影響により変動が見られる．また，中間支点

上の下フランジは横倒れ座屈の影響も含まれるため，単

純非合成Ⅰ桁橋の場合と比較して，抵抗係数の傾向が異

なっている． 
(3)  単純合成Ⅰ桁橋の場合の抵抗係数 
 曲げ引張強度の抵抗係数に関しては，図－１１，１２

の非合成 I桁のケースと同様の傾向が見られる． 
 曲げ圧縮強度の抵抗係数に関しては，上フランジが床

版に直接接していることから，座屈の影響がなく座屈強

度σcr/σy=1（確定値）としているため，必然的に活荷重

係数によらず一定値となる． 
 
 以上の試算結果より，抵抗係数を0.05きざみで表すと，

鋼 I 桁橋における曲げ引張強度の抵抗係数として 0.90，
非合成 I 桁における曲げ圧縮強度の抵抗係数として0.85
（ただし，R≦0.7，R：自由突出板の座屈パラメータ）

が得られた．  
 
6.  結論 
 
 部分係数設計法書式に基づく鋼道路橋上部構造の設

計法構築のための基礎資料とするため，鋼Ⅰ桁断面の曲

げ圧縮強度と曲げ引張強度を主な対象として，現橋の信

頼性指標βと，目標信頼性指標βT を与えた場合の抵抗

係数の傾向について検討した．本検討によって得られた

主な結論を以下にまとめる． 
1) 信頼性指標βの算定手順・手法・条件 
・信頼性指標βの算定手順・手法・条件を整理し，標準

的な鋼 I 桁橋を対象として，代表的な照査項目である

曲げ圧縮・引張強度におけるβの値の傾向を把握した．

また，目標信頼性指標βTを与えた場合の曲げ圧縮・引

張強度に対する抵抗係数の算定方法・手順を整理し，

海外基準を参考に仮定したβT=3.5 に対する曲げ圧

縮・引張強度に対する抵抗係数の値の傾向を把握した． 
2) 信頼性指標βの検討結果 
・活荷重断面力比（活荷重による断面力最大値とB活荷

重による断面力の比）を2.0とした場合, 断面決定部位

（公称抵抗曲げモーメントに対して公称曲げモーメン

トの余裕が小さな部位）における曲げ圧縮・引張強度

に対するβは3～7.5であった．一方，せん断応力度に

関しては，腹板の断面決定要因となっていないため，

せん断強度に対するβの値は8.0（支点上）～11.1（支

間中央）であった． 
・上記のβの値は，活荷重断面力比に応じて，線形的に

変化し，活荷重断面力比 0.5 の変化では曲げ圧縮強度

に対して非合成桁で1.0程度，合成桁で0.3程度，曲げ

引張強度に対して合成非合成桁に関係なく 1.4 程度変

化することが確認された． 
・不確定要因として考慮した各確率変数がβに与える影

響を検討した結果，抵抗側に関しては，鋼材降伏強度

と座屈強度のばらつきが信頼性指標βに与える影響が
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大きく，他の要因（死荷重，板厚等）の影響は小さい

ことが確認された．これら影響の大きい不確定要因の

みを考慮した信頼性指標βの一般的な算定式（式(2)）
においても，AFOSM 法やモンテカルロシミュレーシ

ョンによる算定結果と比較して，βに大きな差が見ら

れないことが確認された． 
3) 抵抗係数の検討結果 
・活荷重係数に対する抵抗係数の変化の傾向を把握した．

βTを3.5 と仮定した場合，鋼 I桁橋における曲げ引張

強度の抵抗係数は 0.90，非合成 I 桁における曲げ圧縮

強度の抵抗係数として0.85（ただし，R≦0.7，R：自由

突出板の座屈パラメータ）であった． 
 
 今後，試算ケースを増やし，本文で得られた結果を精

査するとともに，他の照査項目の扱いも含め，βT の設

定法及び部分係数の設定法について検討を進めていく

予定である． 
 
付録 

本文中の式(3)～(8)に示す性能関数に使用している記

号を以下に示す．また，付録表－１に単純合成桁の性能

関数中の記号を示す． 
   ：死荷重による曲げモーメント 
   ：活荷重による曲げモーメント 
   ：死荷重によるせん断力 
   ：活荷重によるせん断力 
   ：鋼材降伏強度 
      ：自由突出板の座屈耐力 
     ：桁の横倒れ座屈耐力 
 
 I  ：断面2次モーメント 
     ：引張フランジの純断面積 
      ：引張フランジの総断面積 
   ：中立軸から引張フランジ縁までの距離 
   ：中立軸から圧縮フランジ縁までの距離 
 

付録表－１ 単純合成桁の性能関数中の記号一覧 
荷重ケース 合成前 合成後 クリープ 乾燥収縮 温度差

作用曲げ 
SM ： 

死荷重 

VDM : 

死荷重 

LM :

活荷重
ϕM  2VM  VM

作用軸力 0 0 0 ϕP  2P  1P  

鋼とｺﾝｸﾘｰﾄの 
ヤング係数比 

－ n=7 n=14 n=21 n=7 

鋼断面換算の 
断面 2次ﾓｰﾒﾝﾄ SI  VI  1VI  2VI  VI  

中立軸から鋼桁
上フランジ上縁
までの距離 

SUy  VUy  UVy 1  UVy 2  VUy

中立軸から鋼桁
下フランジ下縁
までの距離 

SLy  VLy  LVy 1  LVy 2  VLy  

鋼断面換算の 
断面積 SA  VA  1VA  2VA  VA  

：床版重量、ハンチ重量、型枠重量、鋼重 

：舗装重量、地覆重量、防護柵重量、添架物重量、型枠（撤去）重量 
SM

VDM  
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